
２　過去１０年間の市税収入の推移（項目別）

　平成20年度から市税のコンビニ収納やマルチペイメントを導入するなど、市税を支払っていただき
やすい環境を整備いたしますが、今後とも未利用地の有効活用による課税客体（個人市民税・法人
市民税・固定資産税）の増を図ることが重要と考えます。

　市税収入は収入全体の50％～60％を占めるものです。「自立したまちづくり」を進めるためには、自
主財源の柱である市税収入の確保が大きな課題となります。
（自主財源比率 H18年度 71.7% →　H19年度 75.6%）

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

その他の市税 3,059,875 3,091,460 3,140,006 3,077,414 3,110,867 3,052,659 3,134,087 3,000,016 2,979,185 2,909,427 2,941,348

固定資産税 9,217,207 9,445,471 9,840,360 9,494,807 9,662,626 9,528,892 9,026,167 9,259,351 9,312,016 8,982,407 9,278,308

法人市民税 1,318,148 1,375,843 1,112,907 1,367,640 1,533,294 1,137,778 1,088,597 1,238,785 1,614,562 1,721,334 1,710,906

個人市民税 12,084,643 11,035,225 10,706,937 10,009,158 9,888,210 9,789,337 9,358,023 8,855,003 9,256,238 10,248,865 11,855,471

計 25,679,873 24,947,999 24,800,210 23,949,019 24,194,997 23,508,666 22,606,874 22,353,155 23,162,001 23,862,033 25,786,033
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個人市民税は、景気低迷に

よる収入の減や納税義務者の

変化（給与収入→年金収入）な

どにより、大きく減少を続けてき

ましたが、平成17年度から景気

の回復などを受け増収に転じ

ました。平成19年度は税制改

正（所得税から住民税への税

源移譲など）により、約16億円

増加となりましたが、平成9年

度と同規模となっています。

法人市民税は、企業業績の

影響を顕著に受けるため、増

減の幅がもっとも大きく現れる

税目です。19年度は、景気の

減速等の影響を受け、横ばい

の状況となっています。

固定資産税は、新増築分家

屋の増加により3.3%増加しまし

た。
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